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１．研究概要 

１）研究の背景 

・道内の積雪寒冷に対応した建築設計、建築技術の開発及びまちづくりにおいては、気候特性を十分に考

慮する必要がある。 

・例えば、建物の熱負荷計算を行うためには、時々刻々の外気温や日射量などの気象データが必要となる。

一方で、積雪を考慮した建物の配置計画を行うためには、降雪時の卓越風向が必要となるなど、目的用

途に応じて必要なデータの細かさと種類が異なる。 

・現状、一般に利用可能な気象データとして、気象庁が公開しているアメダス気象データがある。しかし、

アメダス気象データの観測点は市街地に多く、郊外には少ないといった偏りがある。また、観測点ごと

に測定項目が異なり、全ての地点で共通のデータが整備されていない。 

・これらのことから、全道を網羅した基礎的な気象データの整備が求められている。 

２）研究の目的  

道内の気候特性を考慮した建築設計、建築技術の開発、及びまちづくり等に活用される全道を網羅した

基礎的な気象データを構築する。 

 

２．研究内容 

１）既存の気象データの調査・整理（H30 年度） 

・ねらい：気象庁や地方自治体などが測定している北海道内の気象データを調査・整理する。 

・試験項目等：文献調査、既設の気象観測点の調査、データ整理 

２）近隣の気象データに基づく補間手法に関する検討（H30～31 年度） 

・ねらい：観測データのない地点における気象データを近隣の気象データから補間する手法を検討・提案

する。 

・試験項目等：文献調査、気象データ補間式の提案 

３）気象データの構築（H30～R2 年度） 

・ねらい：提案した補間手法を用い、観測データのない地点における気象データを算出する。  
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・試験項目等：気象データの算出、データ整理 

４）目的・用途に応じた地域区分の提案（R2 年度） 

・ねらい：算出した気象データ、人口、及び建物分布などを考慮し、設計や技術開発などの目的・用途に

利用可能な地域区分を検討・提案する。  

・試験項目等：目的・用途に応じた地域区分の提案 

 

３．研究成果 

１）既存の気象データの調査・整理（H30 年度） 

・既存の気象データを調査しその特徴を整理した。その結果、気象庁の測定以外のデータは気象測器の情

報が少ないことや整備情報が曖昧なことが多く、機差や異常・欠測値の補正ができないことを明らかに

した。 

２）近隣の気象データに基づく補間手法に関する検討（H30～R 元年度） 

・気象庁が作成・公開している「メッシュ平年値 2010」（30 年平年値）のデータを基に、外気温度および

日射量の日別値を推定する手法を提案した。道内で日別平年値が存在する気象観測地（アメダスや気象

官署）22 地点について推定値と実測地を比較した結果、非常に高い精度であった（図 1～2）。 

・天気予報などに活用される「メソ数値予報モデル GPV（MSM）」に基づいて、時別の外気温度、絶対湿

度、風向・風速、降水量、日射量、大気放射量を推計する手法を提案した。 

３）気象データの構築（H30～R2 年度） 

・提案した手法に基づいて、道内に含まれるすべての基準地域メッシュ（約 1 ㎞メッシュ）を対象に時別

の外気温度、絶対湿度、風向・風速、降水量、日射量および大気放射量を直近 10 年間分（2011 年１月

１日～2020 年 12 月 31 日）構築した。計算の例を図 3～4 に示す。 

４）目的・用途に応じた地域区分の提案（R2 年度） 

・構築した気象データに基づいて、暖房度日[℃・日]に基づく区分、日射量に基づく区分、コンクリート

の当該危険度マップなどを作成した。地域区分やマップは、気象データが更新されても常に最新の区

分・マップを計算できるように、作成方法を整理した計算用プログラムを作成した。 

 

＜具体的データ＞ 

 
図 1 観測値との比較（暖房度日[℃日]） 

 
図 3  外気温度の計算例[℃]（2011/12/21 12:00）



 
図 2 観測値との比較（日射量[MJ/㎡ h]） 

 
図 4  日射量の計算例[MJ/㎡ h]（2011/12/21 12:00）

 

４．今後の見通し 

・本研究で作成された 1 ㎞メッシュ気象データや地域区分は道内において建築物の設計や技術開発等を行

う事業者に活用される。 

・気象データは時々刻々と更新されるため、継続的にデータを更新していく必要がある。そのため、これ

らのデータを体系的に管理していく方法を引き続き検討していく。また、整備した気象データを活用した

ポテンシャルマップの作成やデータの追加を実施していく。 
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  研究の背景と目的 
 研究の背景 

近年、地球温暖化対策や国内におけるエネルギー

需給の観点から、より一層の省 CO2・省エネルギーが

求められている。中でも、全体の１／３をも占めて

いる業務部門・家庭部門のエネルギー消費量削減を

目指し、建築物における省エネルギー対策の抜本的

強化は必要不可欠とされている 1)。 

建築物のエネルギー消費性能は、外気の温度に加

え、日射や湿度、地温、風など、地域の気候に左右

される。現在、建築関連分野で一般的に利用される

気象データは気象庁の観測データ（気象官署・アメ

ダス）に基づいている。しかし、気象庁の観測地点

は概ね21kmごとに設置2)されており空間的な間隔が

広い。そのため、標高差が大きい地域などでは最寄

りの観測地点であっても建設地とは大きく環境が異

なる場合も少なくない。最寄りの観測地点の気象デ

ータを利用しても建設地の実態を反映できないため、

建設地の気候条件を加味した設計には不十分である。 

以上のことなどから、建築物のエネルギー消費性

能の更なる向上のため、建設地の気候条件を加味し

た設計や技術開発などに活用可能な空間的に細やか

な気象データの構築が求められている。 

 

 研究の目的 
本研究では、建設地の気候条件を加味した設計や

技術開発等に利用可能で、気象庁の観測データ以上

に空間的に細やかな気象データセットを作成するこ

と、および、それらに基づく地域区分を提案するこ

とを目的としている。 

 

 研究項目 

研究は以下に示す 4項目について実施した。まず、

「①既存の気象データの調査・整理」として、気象

庁や様々な機関から入手可能な気象データについて

情報を収集し、その特徴について整理する。加えて、

推計に活用する気象データを選定する。続いて、「②

近隣の気象データに基づく補間手法に関する検討」

として、入手可能な気象データに基づいて、概ね 1

㎞メッシュ程度に空間補完する方法について提案す

る。「③気象データの構築」では、①で選定した気象

データを②で提案した補間手法に基づいて、北海道

全域を対象に 1 ㎞メッシュ、1 時間別、10 年間分程

度の気象データセットを作成する。また「④目的・

用途に応じた地域区分の提案」において、作成した

気象データセットに基づいて作成できるいくつかの

ポテンシャルマップや地域区分を試作する。 

 

[参考文献] 

1) 経済産業省 資源エネルギー庁：令和元年度エネルギーに関す

る年次報告（エネルギー白書 2020） 

2)気象庁 HP, https://www.jma.go.jp/jma/index.html, (参照 

2021-03-10) 

 

  既存の気象データの調査・整理 
本章では、1 ㎞メッシュ、1 時間別、10 年間分程

度の気象データセット（温度・湿度・日射量・地盤

地中熱性状・風向・風速等）を作成することを目的

に、既存の気象データを調査・整理し、データの特

徴などを取りまとめる。一般に公開・認知されてい

る気象データのうち日本域を対象としているデータ

を調査の対象とした。 

 

 実測データ 
実測データとしては、前述のように気象庁による

気象観測（気象官署・アメダス）がよく活用される。

観測内容は観測地点によって異なるが、令和 3 年 3

月 10 日現在では、降水量の観測所が約 1300 ヵ所（約

17km 間隔）、気温・風向・風速・日照時間の観測所が

約 840 ヵ所（約 21km 間隔）、日射量の観測所が約 50

ヵ所設置されている。リアルタイムの値及び過去の

気象データについても一般に公開されている。公開

されているデータの期間は観測地点・気象要素ごと

によって異なるが、アメダスが運用され始めた昭和

49 年ごろからは多くのデータが利用できる。時間的

なスケールは10分値～1年間値などが公開されてい

る。また、約 1300 ヵ所の気象官署及び特別地域気象

観測所における地上気象観測データについては平成

20 年 6 月以降の１分値、平成 27 年 3月以降の 10秒

値が一般財団法人 気象業務支援センターを通じて

提供されている。1） 

気象庁以外に、気象データを観測している機関と

しては国土交通省や環境省があげられる。 

国土交通省では主に河川や道路の管理などを目的

に主要な河川周辺（約 2650 ヵ所）及び道路周辺（約

1700 ヵ所）に気象観測装置を設置している。水管理・

国土保全局が実施している河川周辺の気象観測では

降水量、河川の水位、流量や水質などが観測されて

おり、建築に関わる気象データは少ない。観測デー

タについては、国土交通所水文水質データベースか

らダウンロードすることができる。2）道路局が実施

している道路周辺の気象観測では降水量、風向・風
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速、外気温、路面温度、積雪深などの気象データを

測定している。観測データのリアルタイムの値は国

土交通省のホームページ等で公開されているが、過

去データの公開はされていない。例えば 3） 

環境省では大気汚染物質の常時監視を目的として、

約 1880 ヵ所で大気汚染物質の観測を行っている。大

気汚染物質は気象条件の影響を強く受けることから

汚染物質以外に外気温度、相対湿度、風向、風速の

測定が実施されている。大気汚染物質の観測が主で

あるため、自動車の多い都市部などに観測所が集中

する傾向があるが、地域によっては気象庁のアメダ

ス以上に細やかなデータを得ることができる。これ

らの観測データのリアルタイム値は環境省のホーム

ページ（愛称 そらまめ君）で閲覧することができる
4）なお、そらまめ君に掲載される値は速報値であり、

データ検証の結果、後日修正されることがあるため

注意が必要である。確定値のうち 2009 年以降観測分

については 1 時間値を国立研究開発法人 国立環境

研究所の「環境数値データベース」からダウンロー

ドすることができる。5） 

上記以外の気象観測として、農業に活用すること

を目的とした気象観測や、防災（火災や自然災害）

に利用することを目的とした気象観測が実施されて

いる。 

農業用としては、地方自治体の庁舎や農地に自動

気象計（通称マメダス等）が設置されており、外気

温度、相対湿度、風向、風速、日射量などが観測さ

れている。例えば 6）また、民間事業者が有料サービス

として設置・管理する気象測器等も存在している。
例えば 7）、8） 消防署が管理しているものとしては、地

方自治体の消防所などに消防用の気象観測装置が設

置されており、外気温度、相対湿度、降水量、風向、

風速、気圧などが観測されている。しかし、これら

の気象データの過去データは多くの場合一般には公

開されていない。リアルタイムの値は自治体のホー

ムページなどで公開されている事例があるが 例えば 9）、

データの形式などは観測機関によって異なる。また、

気象庁の検定を取得していない機材が設置されてい

る観測点が多く存在することや、設置位置（高さや

周辺状況など）が明らかになっていないなどの問題

があり、他の気象データとの単純な連結が難しいと

考えられる。 

 

 推計気象データ 
推計気象データとしては、気象庁が作成している

メッシュ平年値や数値予報モデルなどがある。 

メッシュ平年値とは、気象観測地点ごとに算出さ

れた 30 年平年値を基に日本全国を約 1km メッシュ

で推定したものである。対象とする気象要素は日平

均気温・日最高気温・日最低気温・降水量・最深積

雪・日照時間・全天日射量の 7 種類である。いずれ

の気象データも月平均値及び年平均値を整備してお

り、時別及び日別のデータは存在しない。公開され

ているデータは 1971～2000 年を統計期間とした「メ

ッシュ気候値 2000」と 1981～2010 年を統計期間と

した「メッシュ平年値 2010」等が存在している。95％

の観測点（従属資料）だけを使って作成したメッシ

ュ平年値 MND と残り 5％の観測点の値（独立資料）

を比較することで精度検証を行っており、全月を合

わせたデータにおいて、2 乗平均平方根誤差（以下

「RMSE」という）は、平均気温 0.4℃、日最高気温

0.5℃、日最低気温 0.9℃、降水量 26.1mm（18％）、

日照時間 9.9 時間（7％）、最深積雪 25㎝（36％）と

なっている。10） 

数値予報モデルは、気象庁で運用している気象モ

デルであり、いわゆる天気予報に用いられる気象デ

ータである。気象庁では、予報する目的に応じて幾

つかの数値予報モデルを運用している。目先数時間

程度の大雨等の予想には 2km 格子の局地モデル（以

下、「LFM」という）を、数時間～1日先の大雨や暴風

などの災害をもたらす現象の予報には 5km 格子のメ

ソモデル（以下、「MSM」という）を、1週間先までの

天気予報や台風予報には約 20km 格子の全球モデル

（以下、「GSM」という）と約 40km 格子の全球アンサ

ンブル予報システムが使用される。数値予報モデル

で予測できる気象現象の規模は格子間隔の大きさに

依存するため、高・低気圧や台風、梅雨前線などの

水平規模が 100km 以上の現象は格子間隔が 20km の

GSM で、局地的な低気圧や集中豪雨をもたらす組織

化された積乱雲など水平規模が数 10km 以上の現象

は格子間隔が 5km の MSM で、水平規模が 10 数 km 程

度の現象は格子間隔が 2km の LFM で予測ができる。

しかしながら、まだ個々の積乱雲が表現できる程の

精度はないとしている。11） 

天気予報用の数値予報モデルは、太陽からの日射

（長波放射・短波放射）、降水、蒸発、風などの物理

現象を考慮している。また、随時、実際の観測デー

タを同化することで予報精度を向上させている。多

くの気象予報はこれらのデータを基に実施されてい

ることから、日本国内では最も一般的な気象データ

であると考えられる。作成・公開されている期間や

データの性状などから、建築分野での利用において
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は MSM が最も適していると考えられる。 

その他にも、外気温と天気分布について地上気象

の実況を約 1km メッシュで推定している「推計気象

分布」等がある。 

気象庁以外が作成している推計気象データとして

は、拡張アメダス気象データやメッシュ農業気象デ

ータシステムがある。 

拡張アメダス気象データ（以下、EA 気象データと

いう）は、株式会社気象データシステムが作成・公

開している気象データセットであり、気象庁の地域

気象観測点（アメダスなど）において観測されたデ

ータのうち欠測および異常値が補間されている。ま

た、日射量などのアメダスで観測されていない気象

要素についても補間計算などにより補充されている。

全国の約 840 地点について、昭和 56 年（1981 年）

以降の気温、絶対湿度、全天日射量、大気放射量、

風向、風速、降水量、日照時間の 8 種類の気象要素

の時別値及び日別値が整備されている。また、設計

用の気象データとして、標準年データ（10 年程度の

観測データから、月別に代表的な年を選択し、それ

らを接合して作成した仮想の 1 年間のデータ）や空

調設計用最大負荷計算に使用可能な気象データなど

が存在する。12）アメダスでは観測のない日射量や大

気放射量といった負荷計算などに使用される気象デ

ータが補間されていることから、建築関連分野でよ

く利用される気象データである。また、EA 気象デー

タの一部は現在の建築物省エネ法に基づく省エネル

ギー基準（平成 28 年基準）への適合性を判定する

ための計算にも用いられている。さらに、EA 気象デ

ータを拡張・加工した気象データがシミュレーショ

ンツールに活用される事例もある。 

メッシュ農業気象データシステムは国立研究開発

法人農業・食品産業技術総合研究機構（略称：農研

機構）が作成・公開している気象データセットであ

り、過去値、予報値および平年値を、全国を対象に

1km メッシュで推計している。昭和 55 年（1980 年）

以降の日平均気温、日最高気温、日最低気温、降水

量、日照時間、全天日射量、下向長波放射量を、平

成 20 年（2008 年）以降の日平均相対湿度、日平均

風速、積雪深、積雪相当水量、日降雪相当水量が公

開されている。いずれも日別値であり、時別値は公

開されていない。一方で、当日から 26日先までの予

報値が公開されている。登録には審査が必要となる

が、研究・開発・教育・試用目的であれば、農業分

野以外であっても利用可能となっている。13）推計は、

メッシュ平年値、アメダス観測値および気象庁数値

モデルの予報値（MSM および GSM）を組み合わせて行

っている。メッシュ農業気象データシステムでは気

温の標高補正なども実施している。推定精度として

は、農研機構が気象庁とは独立して実施している気

象観測の結果と推計値を比較した結果、RMSE は日平

均気温 0.38℃、日最高気温 0.74℃、日最低気温

0.82℃、日積算降水量 3.2mm であったとしている。
14） 

 

 既存データの比較 
空間的・時間的に細やかな設計用気象データセッ

トを作成することを念頭に（１）および（２）で調

査・整理した気象データを評価し、データセットの

構築に使用する気象データを検討した。 

評価は主に次に示す観点から行った。①データの

信頼性・精度が高いこと。②直近 10 年以上のまとま

った期間のデータが公開されていること。③メッシ

ュデータなどのように空間的に細やかなデータであ

ること。④負荷計算などに活用できるようにデータ

の時間的間隔が 1 時間以下であること。⑤外気温、

湿度、日射量、風（風向・風速）の気象要素が含ま

れていること。 

実測値では、「気象庁による気象観測」の評価が高

い。しかし、空間的間隔が広いこと、湿度および日

射量の観測地点が限定されることなどから、空間的・

時間的に細やかな設計用気象データセットを作成す

るためには未だ多くの技術的課題がある。 

推計値では、「数値予報モデル（MSM）」、「拡張アメ

ダス気象データ」、「メッシュ農業気象データシステ

ム」の評価が高い。しかし、「拡張アメダス気象デー

タ」は湿度・日射量のデータが補間されているもの

の、気象庁の観測地点に依存するため空間的間隔が

広く、空間的な補間が必要となるため、「気象庁によ

る気象観測」と同様に本研究においては活用が難し

いと考えられる。「メッシュ農業気象データシステム」

は推定精度も高く、1km メッシュと細やかなデータ

だが、日別のデータのみであり、時間的な補間が必

要となる。また、風向のデータが存在しないため、

異なる推計手法で風向を補間する必要がある。気象

要素はそれぞれが相互にかつ複雑に影響しあって生

じる現象であることから、他の推計モデルを混在さ

せて利用することは望ましくない。一方で、「数値予

報モデル（MSM）」は、推定精度（RMSE）が外気温で 2

度ほどと多少の誤差はあるものの、5km メッシュで 1

時間ごとのデータであり、空間的・時間的に細やか

なデータである。また、日射量については公開期間
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が少ないものの、外気温、湿度、日射量、風（風向・

風速）の全ての要素が存在している。さらに、数値

予報モデルでは前述のように様々な物理モデルを 1

つにとりまとめて気象要素を相互に紐解いているこ

とから、他の推計データと比べて、気象要素間の影

響を反映できているものと考えられる。 

以上の検討を踏まえ、気象庁が作成している MSM

を基に空間的間隔の更なる細分化・推計値の高精度

化を行うことで空間的・時間的に細やかな気象デー

タセットの構築を目指すこととした。 
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 近隣の気象データに基づく補間手法に関する検討 
本章では、MSM データに基づいて、空間的・時間的

に細やかな気象データセットを構築するために、気

象データの空間補間手法や、不足する気象データの

推計手法について検討する。 

 

 外気温度の補間手法の検討 
外気温度の空間補間手法としては、標高補正や距

離の重みづけ平均などが使用されることが多い例えば

１）や２）。標高補正は、外気温の存在する地点と新たに

算出したい地点の標高差によって外気温を補正する

手法であり、前述のメッシュ農業気象データシステ

ム等で使用されている。距離の重みづけ平均は、近

隣のデータ 1 点ではなく複数点のデータを基に推計

する手法であり、距離が近いほど影響が大きくなる

ように重みづけして平均する手法である。これは、

前述の推計気象分布等で使用されている。 

本節では、これらの空間補間手法を使用して外気

温度データの空間補間が可能であるか検討した。具

体的には、気象官署を推計対象とし、その気象官署

の実測値と比較することで精度を検証した。 

 

１) 標高補正 

標高補正に使用する MSM データは気象官署の最寄

りの MSM 格子点のデータを使用することした。図 3-

1 に使用する MSM 格子点データのイメージを示す。 

 

 

図 3-1 標高補正で使用する MSM 格子点データ 

 

外気温度の標高補正は式（3-1）に基づいて求める

こととした。 

𝑇 ൌ 𝑇  ሺ∆ℎ ൈ െ0.0065ሻ 
𝑇 ൌ 𝑇  ሺ∆ℎ ൈ െ0.0065ሻ 

（3-

1） 

ここで、  

𝑇: 標高補正された外気温度[℃] 

𝑇: 最寄りの格子点外気温度[℃] 

∆ℎ:
最寄りの MSM 地点と推計する気象官署地点の

標高差[m] 
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２) 距離の重みづけ平均 

距離の重みづけ平均に使用する MSM データは気象

官署の周囲の MSM 格子点データを使用することした。

使用する格子点は 4 地点を基本とし、気象官署の位

置によっては最大 6 地点を使用することとした。図

3-2に使用するMSM格子点データのイメージを示す。 

 

 
図 3-2 距離の重みづけ平均で使用する 

MSM 格子点データ 

 

外気温度の距離の重みづけ平均は式（3-2）～（3-

3）に基づいて求めることとした。距離が近いほど影

響が大きくなるように係数を与えているため、厳密

には距離の逆数による重みづけ平均であるが、他の

既往研究と整合させるため、距離の重みづけ平均と

呼ぶ。 

 

𝑇௪ ൌ ሺ𝑊 ൈ 𝑇ሻ （3-2）

𝑊 ൌ
1
𝑟

 / 
1
𝑟

 （3-3）

ここで、  

𝑇௪: 距離の重みづけ平均された外気温度[℃] 

𝑇: 格⼦点 i の外気温度[℃] 

𝑊: 格⼦点 i の重みづけ係数[-] 

𝑟 : 格⼦点 i と気象官署の距離[m] 

 

MSM の格子点は等緯経度で設定されているが、地

球は楕円体であるため厳密には地点によって格子点

間の距離が異なる。そこで、地球形状を回転楕円体

として近似する Vincenty 法の逆解法３）を用いて気

象官署と格子点の距離を求めた。楕円体（補助球）

は GRS80 モデルを用いた。 

 

３) 標高補正+距離の重みづけ平均 

距離の重みづけ平均に使用する MSM データをあら

かじめ標高補正しておくことで、さらに精度を向上

させられないか検討した。使用する MSM 格子点デー

タは図 3-2 と同様とし、それらすべてを気象官署の

高さまで標高補正したのちに、距離の重みづけ平均

を行う。図 3-3 に使用する標高補正+距離の重みづけ

平均のイメージを、式（3-4）～（3-6）に使用する

式を示す。 

 

 

図 3-3 標高補正+距離の重みづけ平均のイメージ 

 

𝑇_௪ ൌ （𝑊 ൈ 𝑇_） （3-4）

𝑊 ൌ
1
𝑟

/ 
1
𝑟

 （3-5）

𝑇_ ൌ 𝑇  （∆ℎ ൈ െ0.0065） （3-6）

ここで、  

𝑇_௪:標⾼補正した上で距離の重みづけ平均さ
れた外気温度[℃] 

𝑇_:標⾼補正した格⼦点 i の外気温度[℃] 

𝑊:格⼦点 i の重みづけ係数[-] 

𝑟 :格⼦点 i と気象官署の距離[m] 

𝑇:格⼦点 i の外気温度[℃] 

∆ℎ:格⼦点 i と推計する気象官署地点の標⾼
差[m] 

 

４) 推定精度の確認 

図 3-4 に札幌を対象とした、推定方法ごとの推定

値と観測値の関係を、図 3-5 に全国から選択した 10

地点の平均平方二乗誤差（以下、「RMSE」という）に

ついて示す。推定値と観測値の関係はいずれの方法

でも直線関係が認められた。図 3-4 内に示す平均バ

イアスエラー（以下、「MBE」という）および RMSE を

見ると、札幌の場合では、わずかな差であるが標高 
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図 3-4 推定方法ごとの推定値と観測値の関係（札幌） 

図 3-5 推定方法ごとの RMSE 
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RMSE(MSMデータを距離の重みづけ平均）
RMSE(標高補正（1次）MSMデータを距離の重みづけ平均）
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補正のみを実施した結果で誤差が最小となった。 

一方で、全国 10 地点の結果を見ると、平均値では

標高補正+距離の重みづけ平均の結果が最も誤差が

小さかった。これは、標高補正のみの場合では、参

照するMSMが一地点のみであるために、最寄りのMSM

との位置関係によっては単純な標高補正だけでは説

明ができない場合に誤差が大きくなるケースがある

ためだと考えられた。標高補正に加えて距離の重み

づけ平均を実施することで、複数の MSM を参照する

ため、上述のようなケースでも誤差が拡大されるこ

とを抑えることができているものと考えられる。 

これらの結果から、外気温度の空間補間には、標

高補正+距離の重みづけ平均を使用することとした。 

 

 絶対湿度の空間補間手法の検討 
絶対湿度の空間補間手法としては、外気温度と同

様に標高補正や距離の重みづけ平均などが用いられ

る。絶対湿度についても外気温度と同様に、標高補

正や距離の重みづけ平均を使用して空間補間が可能

であるか検討する。 

 

１) 標高補正 

絶対湿度の標高補正では、標高によって変化した

気温および気圧に基づいて飽和水蒸気量を考慮する

手法がある。しかし、その多くは地上から上空まで

の絶対湿度が均一であるという仮定に基づいている。

MSM 気象データには、地上面以外に気圧面データも

存在するため、上空の絶対湿度の分布についても検

討することが可能である。（ただし、気圧面は約 10km

間隔、3 時間ごとのみであり、地上面データよりも

空間的・時間的に粗い。）そこで、気圧面データを用

いて、上空の絶対湿度分布を考慮した絶対湿度の標

高補正が可能か検討した。 

気象官署ごとに最寄りの MSM 格子点データ（気圧

面）の地上との標高差および絶対湿度差を求めた。

図 3-6 に使用する MSM 格子点データのイメージを示

す。 

MSM の気圧面データは 1000hPa、975hPa、950hPa、

925hPa、900hPa、850hPa、800hPa、700hPa、600hPa、

500hPa、400hPa、300hPa の 12 地点について公開さ

れている。ここでは、およそ地上から 1000m の分布

を確認するため、1000hpa～900hpa について検討し

た。図 3-7 に札幌の絶対湿度差と標高差の関係を示

す。また図中にはそれぞれ、1次式、2次式、3次式

に最小二乗法でフィッティングして得た関数を示す。 

 

 

図 3-6 標高補正で使用する MSM 格子点データ 

のイメージ 

 

  

 

 
図 3-7 絶対湿度差と標高差の関係（札幌） 

 

いずれの地点も標高が高くになるにつれて絶対湿

度が減少する傾向があるように見える。しかし、100m

付近に 1000hPa、300m 付近に 975hPa などのように使

用したデータに依存する塊が生じてしまった。なお、

地上面からの高さに負の値が生じるのは、地上面が
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1000hPa 以下になる気象条件が存在するためである。 

データの塊について、季節差などの影響も検討し

たが、明確な関係性は認められなかった。その日の

気象条件（高気圧や低気圧など）によって変動して

いると思われる。ある 1 時間を取り出して近似を行

えば比較して高い相関が得られる可能性はあるが、

約 2 万メッシュにもおよぶ格子点全てを 10 年分に

ついて算出することは現実的ではない。そこで、近

似の精度は高くないが、計算コストの観点からここ

で得られた係数を基に標高補正が可能か検討した。

なお、式（3-7）に示すように、標高補正後の絶対湿

度が標高補正後の外気温度における飽和水蒸気量を

上回っていた場合には飽和するものと考え、飽和水

蒸気量を限度とすることとした。 

 

𝑥 ൌ  ൝
𝑥௦ ቀሺ𝑥  𝛥𝑥ሻ）  𝑥௦_ ቁ

𝑥  𝛥𝑥      ൫上記以外൯                       
 （3-7）

ここで、  

𝛥𝑥: 地上⾯の絶対湿度との差[g/㎏ DA] 

𝑥: 標⾼補正後の絶対湿度[g/㎏ DA] 

𝑥௦_: 
標⾼補正後の気温に基づく飽和⽔蒸気量
[g/㎏ DA] 

 

２) 飽和を考慮した距離の重みづけ平均 

絶対湿度の距離の重みづけ平均は外気温度と同様

の手法で実施することとした。距離や使用する MSM

の格子点も同様とした。使用した式を式（3-8）～（3-

9）に示す。なお、距離の重みづけ平均においても標

高補正と同様に、補正前位置と補正後位置の標高差

によって、気温が低下し、絶対湿度が飽和水蒸気量

を上回ってしまう場合には飽和水蒸気量を限度とし

た。 

 

𝑥௪ ൌ ሺ𝑊 ൈ 𝑥ሻ （3-8）

𝑊 ൌ
1
𝑟

 / 
1
𝑟

 （3-9）

ここで、  

𝑥௪: 距離の重みづけ平均された絶対湿度[g/㎏ DA]

𝑥: 格⼦点 i の絶対湿度[g/㎏ DA] 

𝑊: 格⼦点 i の重みづけ係数[-] 

𝑟: 格⼦点 i と気象官署の距離[m] 

 

 

３) 標高補正+飽和を考慮した距離の重みづけ平均 

絶対湿度についても、外気温度と同様に標高補正

と距離の重みづけ平均の組み合わせを検討した。式

（3-10）～（3-12）に使用した式を示す。なお、𝛥𝑥

は前述の標高補正に基づいて算出した値を用いた。 

 

𝑥_௪ ൌ （𝑊 ൈ 𝑥_） （3-10）

𝑊 ൌ
1
𝑟

/ 
1
𝑟

 （3-11）

𝑥_

ൌ ൝
𝑥௦__      ቀሺ𝑥  𝛥𝑥ሻ）  𝑥௦__ቁ 

𝑥  𝛥𝑥 ൫上記以外൯                       
 （3-12）

ここで、  

𝑥_௪: 
標⾼補正した上で距離の重みづけ平均され
た絶対湿度[g/㎏ DA] 

𝑥_: 標⾼補正した格⼦点 i の絶対湿度[g/㎏ DA]

𝑊: 格⼦点 i の重みづけ係数[-] 

𝑟: 格⼦点 i と気象官署の距離[m] 

𝑥: 格⼦点 i の絶対湿度[g/㎏ DA] 

 

４) 推定精度の確認 

図 3-8 に札幌を対象とした、推定方法ごとの推定

値と観測値の関係の一例を、図 3-9 に全国から選択

した 10 地点の RMSE について示す。外気温度と同様

に推定値と観測値の関係はいずれの方法でも直線関

係が認められた。図 3-8 内に示す MBE および RMSE を

見ると、札幌の場合では、わずかな差であるが標高

補正(１次)＋距離の重みづけ平均を実施した結果で

誤差が最小となった。 

一方で、全国 10 地点の結果を見ると、平均値では

飽和を考慮した距離の重みづけ平均の結果が最も誤

差が小さかった。これは、標高補正に使用した補正

係数に上述したような問題があり、地点によっては

標高補正に伴って誤差が大きくなるケースがあるた

めだと考えられた。これらの結果から、絶対湿度の

空間補間には、飽和を考慮した距離の重みづけ平均

を使用することとした。 

 

 水平面全天日射量の推計手法の検討 
MSM では 2017 年 12 月以前の日射量が公開されて

いないため、直近 10 年分程度を整備するためには、

過去の日射量を推計する必要がある。そこで、不足

している水平面全天日射量日射量を推計する手法に

ついて検討した。 
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図 3-8 推定方法ごとの推定値と観測値の関係（札幌） 

 

図 3-9 推定方法ごとの RMSE 
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RMSE(MSMデータを距離の重みづけ平均）
RMSE(標高補正（1次）MSMデータを距離の重みづけ平均）
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１) 各種気象要素に基づく日射量の推計手法の概要 

地表面の日射量は様々な気象要素に影響を受け

ると考えられる。そこで、式（3-13）に示すよう

に、日射量に影響を与えると考えられる雲量、エ

アマス、気温、湿度を説明変数に、水平面全天日

射量と大気外水平面日射量の比（ 𝐽 𝐽⁄  ）を目的

変数にした重回帰分析から日射量の推計が可能か

検討した。 

 

𝐽 𝐽 ൌ⁄ 𝑎 ൈ 𝐶ு  𝑏 ൈ 𝐶ெ  𝑐 ൈ 𝐶

 𝑑 ൈ 𝑚ெ  𝑒 ൈ 𝑇

 𝑓 ൈ 𝜑ோ  𝑔 

（3-13）

ここで、  

𝐽: 水平面全天日射量 [MJ/m2h] 

𝐽: 大気外水平面日射量[MJ/m2h] 

𝐶ு: 上層雲量[-] 
𝐶ெ: 中層雲量[-] 

𝐶: 下層雲量[-] 

𝑚ெ: エアマス[-] 

𝑇: 外気温度[℃] 

𝜑ோ: 相対湿度[％] 

𝑎, 𝑏, 𝑐, 𝑑, 𝑒, 𝑓, 𝑔: 係数[-] 

 

説明変数の雲量（上層雲量、中層雲量、下層雲

量）、気温および湿度は、MSM の値を用いた。雲量、

気温および湿度は推計対象の時刻（以下、「対象時

刻」という）の瞬時データであるのに対し、日射

量は対象時刻の１時間前からの積算値であり、デ

ータの発生時刻にずれが生じている。そこで、説

明変数に使用する雲量、気温および湿度は、対象

時刻の１時間前の瞬時値と対象時刻の瞬時値の平

均値を使用することで、データの発生時刻を日射

量と合わせることとした。また、MSM の雲量は 100

分率で与えられているが、百分の一にして 0～1の

値をとる形式に換算した値を使用した。また、25

㎞範囲の平均値を使用することとした。 

エアマスは既往文献例えば 4）に基づいて算出した。

本研究では時間別の日射量を算出することを目的

としているが、日の出、日の入り時間を考慮する

ためには 1 時間ごとのエアマスでは不十分である。

そこで、1/10 時間ごとの値を計算し、それらを平

均した値を時間別の値として用いた。 

目的変数の水平面全天日射量は MSM の予報値を

使用した。大気外水平面日射量は既往文献例えば 5）

に基づいて算出した値を用いた。大気外水平面日

射量についても、エアマスと同様に 1/10 時間ごと

の値を計算し、それらを平均した値を時間別の値

として用いた。 

任意の時刻における真近点離角および太陽高度

角は赤坂の方法例えば 6）を参考に求めた。 

 

２) 重回帰分析の対象領域と使用データ 

回帰式の汎用性を考慮すると、係数はなるべく

少ない条件が望ましい。そこで、日本全域をまと

めて重回帰分析を行うこととした。 

重回帰分析に用いる気象データは、気象庁が日

射量の観測を実施している気象官署 49 地点のう

ち MSM の領域内に所在する 46 地点の気象官署位

置のデータを使用した。ただし、気象官署の実測

値ではなく、気象官署の最寄りの MSM 地点の日射

量、雲量、気温および湿度を使用している。その

ため、日射量の MSM データが存在する 2017 年 12

月 5 日以降のデータを対象に分析を行った。大気

外水平面日射量及びエアマスは MSM 地点の緯度経

度に基づく値を使用した。選定した気象官署を表

3-1 に示す。 

 

表 3-1 重回帰分析の対象とした気象官署 

気象官署名 

稚内、旭川、札幌、網走、帯広、室蘭、函館、

青森、秋田、盛岡、仙台、山形、福島、つくば

（館野）、宇都宮、前橋、東京、父島、銚子、長

野、甲府、静岡、名古屋、新潟、富山、福井、彦

根、大阪、奈良、広島、松江、高松、松山、高

知、下関、福岡、大分、長崎、佐賀、熊本、宮

崎、鹿児島、那覇、石垣島、宮古島、南大東（南

大東島） 

 

３) 場合分けの条件 

日射量と気象データの関係は常に一定ではない

と考えられる。特に、雲量やエアマスによって地

表面に到達する日射量が変化すると考え、エアマ

スおよび全雲量の値により場合分けした上で重回

帰分析を行った。場合分けの条件を表 3-2 および

表 3-3 に示す。 

 

表 3-2 エアマスの値による場合分けの条件 

クラス エアマス（𝑚ெ）の値 

AM1 0  𝑚ெ ൏ 1.5 

AM2 1.5  𝑚ெ ൏ 2.0 

AM3 2.0  𝑚ெ 
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表 3-3 全雲量の値による場合分けの条件 

クラス 全雲量（𝐶）の値 

CC1 0  𝐶 ൏ 0.02 

CC2 0.02  𝐶 ൏ 0.5 

CC3 0.5  𝐶 ൏ 0.98 

CC4 0.98  𝐶 

 

４) 重回帰分析の結果と推計精度 

図 3-10 に、雲量等から推計した MSM と、公開さ

れている MSM の MBE および RMSE を示す。地点ご

とに多少のばらつきはみられるが、MBE で-0.03～

+0.06程度、RMSEで0.2程度と非常に精度が高い。

また、推定結果の一例として、旭川および札幌の

推計値と観測値（MSM ではなく気象官署の測定値）

の比較結果の散布図を図 3-11 に示す。直線関係は

あるものの、比較的大きなばらつきがみられた。

しかしながら、10 年の 1時間別値を推測した結果

であるのに対して、RMSE が 0.4MJ/㎡程度であり、

非常に高い精度であると考えられた。 

これらのことから、MSM で公開されていない

2017 年以前の日射量については、MSM から得られ

る雲量、気温等を説明変数とした重回帰分析を用

いて補間することとした。 

 大気放射量の推計 
建築物のエネルギー消費性能を評価するうえで、

大気放射量は日射量に並んで重要な気象データの一

つである。しかし、MSM には大気放射量のデータは含

まれていない。そこで、大気放射量を他の MSM デー

タに基づいて推計する手法について検討した。 

 

１) 各種気象要素に基づく大気放射量の推計手法の
概要 

大気放射量𝐿ୢは、式（3-14）に示すように、快晴

時の下向き大気放射量𝐿ୢおよび雲の効果のファク

ター𝐶から推計することができる。例えば 7）8） 

 

𝐿ୢ ൌ 𝜎𝑇ସ 1 െ ൬1 െ
𝐿ୢ

𝜎𝑇ସ൰   𝐶൨ （3-

14） 

ここで、  

𝐿ୢ: 雲があるときの下向き大気放射量[W/m2] 

𝐿ୢ: 快晴時の下向き⼤気放射量[W/m2] 

𝑇: 絶対温度[K] 
𝜎: Stefan-Boltzman 定数(5.67×10−8[W/m2K4])
𝐶: 雲の効果のファクター[-] 
 

図 3-10 推計した日射量の MBE および RMSE 図 3-11 推計値と観測値の関係 
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そこで、式（3-14）を基本式として、MSM から得られ

る気象データに基づいて大気放射量の推計が可能か

検討した。具体的には、雲の効果のファクター𝐶を

MSM の気象データに基づいて推計する方法を提案す

る。 

推計は、気象庁が大気放射量の観測を実施してい

る 5 地点のうち MSM の領域内に存在する札幌、つく

ば（館野）、福岡、石垣島を対象とした。なお、大気

放射量は日射量と異なり、MSM のデータが存在しな

いことから、気象観測所の実測値を真値とした。 

重回帰分析には近藤の式 7）8）を参考に作成した式

（3-15）を用いた。また、降水を考慮しない条件と

して場合分けをせずに行った条件と、降水を考量す

る条件として、降雨の有無によって場合分けする条

件について検討を行った。降雨の判断は MSM の降水

量が 0.0 以下の時に降雨なし、それ以外を降雨あり

とした。MSM の全雲量は低～高層雲量全ての重なり

を考慮した全天に占める雲の割合であり、低～高層

それぞれの雲量を合計した値とは一致しない。そこ

で、大気放射量への影響が大きい低層から層別の雲

の重なりを考慮して計算を行うために、式（3-16）

に示すように、全雲量から低層雲量を引いた値を中

高層雲量として使用した。 

 

𝐶 ൌ ሺ𝑈  𝑒 ൈ 𝑉ሻ ൈ 𝐶

 ሺ𝑊  𝑒 ൈ 𝑋ሻ ൈ 𝐶ெு （3-15）

𝐶ெு ൌ 𝐶𝑐𝑐 െ 𝐶L （3-16）

ここで、  

𝐶:全雲量[-]（0〜1） 

𝐶ு: 上層雲量[-]（0〜1） 
𝐶ெ: 中層雲量[-]（0〜1） 

𝐶: 下層雲量[-]（0〜1） 

𝐶ெு:中⾼層雲量[-]（0〜1） 
𝑒: ⽔蒸気圧[ℎ𝑃𝑎] 

𝑈, 𝑉, 𝑊, 𝑋:係数[-] 
 

２) 重回帰分析の結果と推計精度 

推定結果として、重回帰分析に用いた 4 地点の

推計値と観測値の比較結果の散布図を図 3-12 に

示す。 

 
図 3-12 推計値と観測値の関係 
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MBE が-4～10、RMSE が 20 程度とばらつきはあ

るものの、4 地点とも直線関係がみられ、高い精

度で推計ができていると考えられた。 

これらのことから、MSM に不足する大気放射量

については、MSM から得られる雲量、湿度、降水量

を説明変数とした重回帰分析によって補間するこ

ととした。 

 

 風向・風速の補間手法の検討 
風向・風速についても、距離の重みづけ平均など

を用いて空間補間が可能であるか検討した。 

 

１) 距離の重みづけ平均 

その他の気象データと同様に、距離の重みづけ

平均によって空間補間が可能か検討する。既往の

研究 9）において、式（3-17）～（3-18）に示すよ

うに、距離の二乗の逆数で重みづけすることで精

度よく空間補間できることが示されている。そこ

で、最寄りの MSM との単純比較、距離の逆数で重

みづけ平均、距離の二乗の逆数で重みづけ平均し

た場合を比較して、適切な空間補間手法を検討し

た。距離や使用する MSM の格子点は外気温度など

と同様とした。MSM では風向風速は u 成分(東西

軸)と v成分（南北軸）のベクトル風速形式で提供

されているため、u成分、v成分それぞれについて

空間補間を行ったのちに、ベクトルを合成して

360 度の風向と風速に換算することとした。 

 

𝑥௪ ൌ ሺ𝑊ଶ ൈ 𝑥ሻ （3-17）

𝑊ଶ ൌ
1

𝑟
ଶ / 

1
𝑟

ଶ


 （3-18）

ここで、  

𝑥௪: 距離の重みづけ平均された気象データ 

𝑥: 格⼦点 i の気象データ 

𝑊ଶ: 格⼦点 i の重みづけ係数[-] 

𝑟: 格⼦点 i と気象官署の距離[m] 

 

図 3-13～3-14 に札幌の推定方法ごとの推定値

と観測高さ補正後の観測値の関係を、図 3-18 に全

国から選択した 10 地点の RMSE 及び MBE について

示す。いずれの推計方法であっても直線の関係が

認められた。また、MBE では-0.9～+0.6[m/s]、RMSE

図 3-13 推定方法ごとの推定値と観測値（u成分）の関係（札幌） 

図 3-14 推定方法ごとの推定値と観測値（v成分）の関係（札幌） 
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が平均で 1.3[m/s]程度であった。推計方法の差は

わずかであるが、平均値では距離の逆数で重みづ

け平均する方法で MBE および RMSE が最小となっ

た。このことから、距離の逆数で重みづけ平均す

る方法が最適であると考えられた。 

続いて、u 成分と v 成分を合成した場合の風速

について検討する。単純にベクトル合成をすると、

風向は度数表記（1周 360°）で表現されるが、一

般的に風向・風速は 16 方位に区分した風向・風速

が用いられる。そこで、図 3-16 に示すイメージの

ように、合成後のベクトル風に最も近い 16 方位の

風向（図の場合では西風）を、補正後の風向とし

た。また、ベクトル風の方位角と、補正後の風向

との角度差から三角関数で補正した値を補正後の

風速とした。 

 

 

図 3-16 風向補正のイメージ 

 

図 3-17 に札幌の u成分と v成分を単純に合成

した場合の風速（風向補正なし）と観測高さ補正

後の観測値の関係を、図 3-18 に風向補正ありの

風速と観測高さ補正後の観測値の関係を、図 3-

19 に全国から選択した 10 地点の RMSE 及び MBE

について示す。 

 

 
図 3-17 推計値と実測値の比較 

単純に合成した場合の風速（札幌） 

 
図 3-18 推計値と実測値の比較 

風向補正後の風速（札幌） 

図 3-15 推定方法ごとの MBE および RMSE（ベクトル風速 ｕ成分） 
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差はわずかであるが、風向補正を行うことで RMSE

及び MBE ともに精度が向上している。 

これらのことから、距離の重みづけ平均を用い

て推計したベクトル風速を、合成後、最も近い 16

方位に風向補正する方法で、風向・風速を空間補

間することとした。 
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2）大野，実況値と数値予報、平年値を組み合わせたメッシュ気温・

降水量データの作成，生物と気象，16 巻 p.71-79，2016 
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urvey Review XXIII (176), 88–93, 1975 
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  気象データの構築 
前章では、MSM の気象データに基づいて、外気温

度、絶対湿度、水平面全天日射量、大気放射量及び

風向・風速を推計・補間する手法を検討した。本章

では、これらの手法に従い北海道全域を対象に 1 ㎞

メッシュ、1 時間別、10 年間分程度の気象データセ

ットを作成する。さらに、今後更新される気象デー

タについても継続的に更新ができるように計算プロ

グラムを作成する。 

 

 気象データ構築プログラムの概要 
気象データの構築に必要な計算は大きく分けて 3

つのステップに分かれる。まず、第 1 ステップとし

て、grib2（バイナリ）形式で公開されている MSM デ

ータから、北海道および日本域を計算するために必

要な格子点データを抽出する。続いて、第 2 ステッ

プとして抽出したデータに不足する気象データ（日

射量および大気放射量）を推計し、MSM 格子点ごとに

データを保存する。最後に、第 3 ステップとして、

概ね 5 ㎞間隔で存在する MSM 格子点位置の気象デー

タから 1 ㎞メッシュ間隔に空間補間する。なお、第

3ステップの空間補間では、緯度経度だけではなく、

当該位置の標高データが必要にある。そこで、基準

地域メッシュ（約 1 ㎞メッシュ）ごとの平均標高を

もとに空間補間を行うこととした。 

 

 計算結果とデータの特徴の把握 
計算結果とそのデータの特徴を把握するために、

気象官署の位置における計算結果と気象庁の観測値

を比較した。図 4-1 に、計算の一例として札幌の推

定値と観測値の累積分布関数を示す。この両者の累

積分布関数が近いほど、計算期間における気象の生

図 3-19 風向補正の有無における MBE および RMSE 
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じ方が似ていると考えられる。 

気象要素ごとに傾向は異なるが、概ね一致してい

ると考えられる。しかしながら、外気温度では推計

値に比べて観測値のほうが高温側の頻度が高いなど

のように、推計した気象データの特徴もみられる。

外気温度の場合においては、MSM は過去の気象デー

タに基づく予報値であるため、近年に見られる過去

最高気温などの経験のない気象条件を推測できない

ためであると考えられる。 

まとまった期間の推計データセットが構築される

ことに意義があるため、必ずしも観測値と一致する

必要はないが、そのような特性があることを把握し

たうえで本データを使用する必要がある。 

 

図 4-2～4-6 に計算結果の例を示す。このように、

直近 10 年程度の期間について、1 時間別、1 ㎞メッ

シュごとの気象データを利用することが可能である。

また、今後気象データが更新されても、非常に簡便

に新たな気象データを計算することが可能である。

これらのデータセット及びプログラムは、建築の用

途に限らず、各種領域で活用可能な非常に意義のあ

る気象データであると考えられる。 

 

図 4-1 気象要素ごとの推定値と観測値の累積分布関数（札幌） 

 

図 4-2 外気温度（2011/12/21 12:00） 

図 4-3 絶対湿度（2011/12/21 12:00） 
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  目的・用途に応じた地域区分の提案 
本章では、4章で作成したデータセットを用いて、

建築物省エネ法（以下、通称である「省エネ基準」

という）において活用されている地域の区分につい

て試作を試みた。作成方法は、国土交通省監修の「平

成 25 年省エネルギー基準に準拠した算定・判断の方

法及び解説 Ⅱ住宅」１）の第 11 章の区分の閾値を参

考に、メッシュごとの気象データに基づいて設定し

た。図 5-1 に暖房度日に基づく地域の区分を、図 5-

2 に年間合計全天日射量に基づく地域の区分を示す。

現行の省エネ基準では、市町村単位で地域の区分が

定められているが、標高などの地形の影響を考慮し

た、より詳細な区分となっていることがわかる。 

本研究では人口などの気象データ以外の情報に基

づく地域区分まで検討できなかった。今後の課題と

して、人口などの情報も活用した地域区分やマップ

の作製を行う必要がある。また、寒中コンクリート

の施工に活用できる温度マップや、当該危険度マッ

プの作成。エネルギー賦存量マップなどの様々な用

途に活用可能な地域区分やポテンシャルマップの作

成などを行うことで、より多くの人に活用して貰え

ると考えられる。 

 

[参考文献] 

1）国立研究開発法人建築研究所，平成 25 年省エネルギー基準に

準拠した算定・判断の方法及び解説 Ⅱ住宅，株式会社 連合印

刷センター，2013 

  

図 5-1 暖房度日に基づく区分 

 

図 5-2 年間合計全天日射量[MJ/㎡]に基づく区分

 

図 4-4 水平面全天日射量（2011/12/21 12:00）

図 4-5 大気放射量（2011/12/21 12:00） 

図 4-6 風速（2011/12/21 12:00） 
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  まとめ 
本研究の成果は次のとおりである。 

・既存の気象データの調査・整理として、既存の気

象データを調査・整理した。その結果から、空間的・

時間的に細やかな気象データセット（温度・湿度・

日射量・風向・風速等）を作成するための基礎デー

タとして、MSM が適していることを明らかにした。 

・近隣の気象データに基づく補間手法に関する検討

として、外気温度、絶対湿度、風向・風速の補間手

法を検討し、提案した。 

・MSM に不足する水平面全天日射量、大気放射量に

ついて、外気温度や雲量等の気象データに基づい

て推計する方法を検討し、提案した。 

・気象データの構築として、MSM のデータに基づい

て、10 年程度、1 時間別、約 1 ㎞メッシュごとの

気象データセットを作成した。また今後継続的に

データセットを更新可能なプログラムを作成した。 

・目的・用途に応じた地域区分の提案として、省エ

ネ基準で使用される地域の区分を試作した。 

 

本研究で作成されたこれらの気象データセットや

地域の区分等は道内において建築物の設計や技術開

発等を行う事業者に活用されると考えられる。 

気象データは時々刻々と更新されるため、継続的

にデータを更新していく必要がある。そのため、こ

れらのデータを体系的に管理していく方法を引き続

き検討していく。また、本研究では整備できていな

いが、有用なデータや計算処理（例えば、照度、積

雪などのデータや、日射量の直散分離機能など）に

ついても、検討していく。 

 

最後に、本研究は令和元年度より 2 カ年にわたっ 

て行った建築基準整備促進事業 E12 「エネルギー消

費性能の評価の前提となる気候条件の詳細化に向け

た検討」と並行して実施した研究であり、一部検討

内容は、上記事業の検討成果を活用させていただい

ている。特に、水平面全天日射量および大気放射量

の推計手法に関して、鹿児島大学の二宮秀與教授、

徳満涼輔様より多大な協力を得た。ここに記し、謝

意を表します。 
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